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１．はじめに
2002年初頭に始まったとされる今回の景気回復局面は、2006年11月に「いざなぎ景気」（1965年11月～1970年７月
の57カ月間）を超えて戦後最長の回復期間となり、今なお回復が持続しているとされている。しかし、その恩恵が
地方経済にまで及んでいるという実感は乏しい。その一因として、規模や地域別、業界別にみて景気回復はまだら
模様で、格差の拡大が顕著になってきている点が指摘されている。そうした状況は長岡地域の企業においても例外
ではなく、業況の回復は企業ごと、業界ごとに異なり、景気回復が全体として共有されているとは言いがたい。
このように多様で格差を伴った経済環境において、長岡地域企業が成長し、発展していくための鍵は何かであろ
うか。さらに、今後一層発展していくための戦略はどのようなものになるのであろうか。この問題意識のもとで、
われわれは長岡地域の製造業に焦点を当てて、成長企業の特徴を明らかにするために、アンケートとヒアリングに
よる基礎調査を行った。その結果をもとに、本稿では長岡地域企業の今後の発展に向けた戦略を考えるためのヒン
トを探った（注１）。
２．長岡地域の製造業の概要
まず、「工業統計調査」（経済産業省）を通じて、長岡市（合併前の旧長岡市）の製造業の特徴について概観して
おきたい（注２）。【図表１】は2005年における長岡市と全国の業種構造についてみたものである。出荷額と従業者数と
で製造業の業種別構成比率をみている。出荷額でみて、全国と比べて「一般機械」「電気・情報通信機器・電子部品
等」「精密機械」のウエイトの高さが特に目立っている。また、「食料品・たばこ・飼料等」、「金属製品」も大きい。
他方で、「化学・石油製品」、「輸送用機器」のウエイトは小さい。従業者数で見ても同様の傾向であるが、「金属製
品」については、出荷額の構成比では長岡市の方が高いが、従業者数の構成比は全国の方が高くなっている。
続いて、長岡市の各産業の近年の動向を把握するため、2000年から2005年までの増減率を、事業所数、従業者数、
出荷額等、粗付加価値額についてみた（【図表２】参照）（注３）。2000年に比べて2005年は、製造業全体では出荷額、粗
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付加価値ともに３割以上増加しているが、従業者数は7.9％の増加にとどまり、さらに事業所数は2.1％減少している。
業種別にみると、「非鉄金属」、「一般機械」、「電気・情報通信機器・電子部品等」などが全項目で増加している一方、
「繊維・衣服等」、「金属製品」では減少項目が目立っている。
３．アンケート調査結果の概要
（１）アンケート調査内容
以上の全般的傾向に加えて、より具体的に長岡地域の企業の業績や活動に関する現状を把握し、その一層の成
長・発展のための戦略を考えるための基礎資料とするために、前述の通りアンケート調査を実施した。調査対象は、
合併後の長岡市内の製造業分野の企業663社である。なお、2005年の工業統計調査によると、旧長岡市の製造業事業
所数（従業者10人以上の企業）は756社であり、その大部分をカバーするものとなった。具体的には、2007年８月22
日から８月31日までの期間にアンケート調査票を郵送配付し FAX で回収した。配布数663に対して有効回収数95、
回収率は14.3％であった。なお、アンケート調査票は別添の付属資料を参照されたい。
（単位　％） 
産　　　業 
製造品出 
荷額等の 
構成比 
従業者数 
の 構成比 
製造品出 
荷額等の 
構成比 
従業者数 
の 構成比 
製造業計 100.0 100.0 100.0 100.0
食料品・たばこ・飼料等 13.0 19.9 10.9 14.5
繊維・衣服等 1.4 5.6 1.5 5.2
木材・木製品等 1.6 3.1 1.6 3.5
パ ル プ・紙製品 3.2 2.9 2.4 2.5
出版・印刷 1.2 2.5 2.4 4.3
化学・石油製品 1.6 0.5 12.9 4.3
プ ラ ス チ ッ ク製品 1.6 1.6 3.7 5.3
ゴム 製品 0.2 0.3 1.0 1.5
窯業・土石製品 0.7 1.2 2.5 3.6
鉄鋼業 4.8 3.8 5.7 2.5
非鉄金属 0.3 0.6 2.3 1.6
金属製品 6.3 7.4 4.8 8.3
一般機械 22.2 19.2 10.5 12.0
電気・情報通信機器・電子部品等 23.8 21.5 16.6 14.9
輸送用機器 0.2 0.8 18.1 11.2
精密機械 16.3 5.9 1.3 1.8
そ の 他 1.6 3.1 1.5 2.4
（資料）経済産業省『工業統計調査』より作成 
長岡市 全国 
【図表１】長岡市と全国の業種構成比（2005年）
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（注）「化学・石油製品」「ゴム製品」「その他」についてはデータの制約により省略 
（資料）経済産業省『工業統計調査』より作成
【図表２】長岡市の各業種の変化（2000～5年）
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（２）回答者の属性
まず、アンケートにお答えいただいた企業の属性を以下にまとめた。
①創業後の年数
創業後の年数をみると、３分の２近い企業が「30年以上」であると回答している（【図表３】参照）。逆に10年未
満（「５年未満」と「５～９年」の合計）と回答した企業はわずか４社（4.1％）に過ぎない。これから長岡市には社
歴の長い企業のウエイトが高いことが推測される。なお、創業の経緯に関連して、ヒアリング調査によると、かつ
て大手企業に勤務後、スピンアウトし創業したケースが複数散見された。
②業種・業態
回答企業の業種構成をみると、「金属製品」（15社、15.8％）、「一般機械」（14社、14.7％）、「食料品・たばこ・飼
料等」（13社、13.7％）、「繊維・衣服等」（８社、8.4％）の順で多い（【図表４】参照）。
【図表４】では、同時に2005年工業統計調査による旧長岡市の事業所数の業種構成比も示されている。アンケー
ト調査結果と工業統計とはおおむね同様な傾向となっており、極端なかい離がないことが確認できる。これからも
今回のアンケート調査から得られたサンプルは、母集団の分布からみて大きな偏りはないと考えられよう。
また、業態別にみると、「完成品（最終消費財）」（28社、29.5％）、「半製品・部品（中間財）」（23社、24.2％）、
「完成品（産業財）」（20社、21.1％）、「部品加工（11社、11.6％）」の順で多かった。産業財、部品、中間財関連の合
計は56.9％であり、産業間取引のウエイトの高さが示されている。
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【図表３】創業後の年数
業 種 度 数 構成 比 （工業統計 ） 
食料品・たばこ・飼料 等 13 13.7 % 13.9 %
繊維・衣服 等 8 8.4 % 9.9 %
木材・木製品 等 3 3.2 % 8.6 %
パルプ・紙製 品 2 2.1 % 2.0 %
出版・印 刷 4 4.2 % 5.0 %
化学・石油製 品 0 0.0 % 1.5 %
プラスティック製 品 2 2.1 % 1.6 %
ゴム製 品 0 0.0 % 0.4 %
窯業・土石製 品 2 2.1 % 1.9 %
鉄鋼 業 3 3.2 % 3.4 %
非鉄金 属 2 2.1 % 1.1 %
金属製 品 15 15.8 % 14.8 %
一般機 械 14 14.7 % 20.2 %
電気・情報通信機器・電子部品 等 6 6.3 % 8.2 %
輸送用機 器 2 2.1 % 1.1 %
精密機 械 5 5.3 % 2.2 %
その 他 14 14.7 % 4.2 %
合 計 95 100.0 % 100.0 %
（注）「工業統計」は2005年調査（旧長岡市） 
【図表４】業種
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③従業員数
パート等を含まない従業員数は、「10～19人」が31社（32.6％）でもっとも多い（【図表５】参照）。29人以下の合
計は59社（62％）を占めている。なお、参考までに、有効回答94（無回答１を除く）の単純平均は58.2人であったが、
2005年工業統計調査で（旧長岡市の従業員数10名以上の事業所、以下同じ）の単純平均は30.9人である（工業統計調
査における従業者数は個人事業主及び無給家族従業者、常用労働者の計）。
パート等を含む従業員数でみると、「10～19人」（27社、28.4％）がもっとも多く、29人以下の合計は54社（56.8％）
と過半数を占めていた。他方で、「100人～」の企業も９社（9.5％）あった。
④売上高
前期の売上高については、「５億円未満」が49社（51.6％）で約半数を占めている。他方で、20億円以上の企業も
14社（14.8％）ある（【図表６】参照）。
（２）ここ５年間の変化
ここ５年間の売上高、従業員数、経常利益の変化についてみた。この５年間は、大規模な震災や水害、国内景気
の転換点など大きな局面を含んだ期間である。そうした中でも、集計結果によると、下記の通り売上高、従業員数、
経常利益のいずれについても増加傾向が目立っている。
ただし、比較の基準とした約５年前は長岡地区の製造業について経済的に非常に厳しい状況にあったことに留意
する必要がある。マクロ的な視点からみても、2001年は米国のいわゆるＩＴバブル崩壊により半導体などの電子部
品や携帯電話、パソコン等の在庫が積み上がり年央にかけて調整色を強め、世界経済が下降局面に移行した時期で
あった。2001年9月11日の米国同時多発テロによるマインド低下の追いうちも大きい。
これらの経済情勢の中で、2001～2002年は県内経済さらに長岡地域の経済にとって調整局面を迎えた時期であっ
た。日銀短観で全国と新潟県の製造業の業況をみてもそうした状況が確認できる（【図表７】参照）。さらに、この
時期は、工作機械・産業機械製造大手の㈱池貝（2001年２月、民事再生法適用申請）、総合機械メーカーの㈱新潟鐵
工所（2001年11月、会社更生法適用申請）、工作機械大手の日立精機㈱（2002年８月、民事再生法適用申請）などの
度 数 構成 比 度 数 構成 比 
1～9 14 14.7 % 12 12.6 %
10～19 31 32.6 % 27 28.4 %
20～29 14 14.7 % 15 15.8 %
30～39 6 6.3 % 9 9.5 %
40～49 4 4.2 % 5 5.3 %
50～59 6 6.3 % 5 5.3 %
60～69 7 7.4 % 6 6.3 %
70～79 1 1.1 % 4 4.2 %
80～89 3 3.2 % 1 1.1 %
90～99 0 0.0 % 2 2.1 %
100～ 8 8.4 % 9 9.5 %
無回答 1 1.1 % 0 0.0 %
合計 95 100.0 % 95 100.0 %
従業員 数 パート等含ま ず パート等含 む 
【図表５】従業員数
売上高 度数 構成比 
5億円未満 
5億円～10億円未満 
10億円～15億円未満 
15億円～20億円未満 
20億円～25億円未満 
25億円～30億円未満 
30億円以上 
無回答等 
49 51.6 %
15 15.8 %
6 6.3%
1 1.1%
6 6.3%
1 1.1%
7 7.4%
10 10.5 %
合計 95 100.0 %
【図表６】前期の売上高
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大型倒産が相次いだ。ヒアリング調査からも、これら大型倒産が金属製品や一般機械のウエイトが高い長岡地域の
多くの企業に直接的な影響を与えたとの話が多く聞かれた。各企業の業況改善傾向については、こうしたマクロ要
因の寄与分に留意し、回復の過大評価に注意する必要があろう。
①売上高の変化
売上高については増加したと答えている企業が多い（【図表８】参照）。「やや増加した」（45社、47.4％）、「かなり
増加した」（21社、22.1％）となっており、「倍以上に増えた」も２社ある。合計すると、68社（71.6％）が増加した
と回答しており、「あまり変化ない」ないし「減少した」は計26社（27.4％）に過ぎない。
業種別にみると、「金属製品」「一般機械」で、増加した企業の比率が高いのが目立っている。「金属製品」につい
ては15社中14社が、「一般機械」は14社中13社が増加したとしている。他方で、「食料品」「繊維・衣服等」では増加
した企業の比率が比較的低く、「食料品」では13社中４社、「繊維・衣服等」では８社中３社が増加したと回答した
にとどまっている。業態別にみると、「完成財（最終消費財）」について、「減少した」と答えた企業が28社中８社
（28.6％）と比較的多い。
②従業員数の変化
次に従業員数についてみると、売上高の変化に比べて増加企業の比率がやや低い（【図表９】）。「倍以上に増えた」
企業は存在せず、「かなり増加した」（14社、14.7％）と「やや増加した」（32社、33.7％）をあわせて46社（48.4％）
が増加したとしている。業績改善に向けて省力化するなど従業員数の抑制傾向が示唆されている。とはいえ、「減少
した」企業は17社（17.9％）と少ない。
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【図表７】業況判断（「良い」マイナス「悪い」）の推移
倍以上に 
増え た 
かなり 増 
加し た 
やや増 加 
し た 
あまり変 
化ない 減少し た 無回答 合計 
食料品・たばこ・飼料等 0 1 3 3 6 0 13
繊維・衣服 等 0 0 3 3 2 0 8
木材・木製品 等 0 1 2 0 0 0 3
パルプ・紙製 品 0 0 1 1 0 0 2
出版・印 刷 0 0 3 0 1 0 4
プラスティック製品 0 0 0 0 2 0 2
窯業・土石製 品 0 0 2 0 0 0 2
鉄鋼 業 0 1 2 0 0 0 3
非鉄金 属 0 0 1 1 0 0 2
金属製 品 0 6 8 1 0 0 15
一般機 械 1 6 6 1 0 0 14
電気・情報通信機器 0 1 3 0 0 0 4
電子部品 等 0 1 0 0 1 0 2
輸送用機 器 0 1 1 0 0 0 2
精密機 械 0 0 4 1 0 0 5
その 他 1 3 6 0 3 1 14
合 計 2 21 45 11 15 1 95
【図表８】ここ５年間の売上高の変化
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これを業種別にみると、売上高の変化で見た傾向とほぼ同様で、「金属製品」、「一般機械」で増加傾向が顕著であ
る。また、サンプル数は少ないが、「電気・情報通信機器」は４社すべてが増加したとの回答であり注目される。
③経常利益の変化
経常利益についても、売上高ほど顕著ではないが全般的には増加傾向が強く現れている（【図表10】）。「倍以上に
増えた」（４社、4.2％）、「かなり増加した」（11社、11.6％）、「やや増加した」（47社、49.5％）をあわせて62社
（65.3％）が増加したと答えている。「減少した」企業は18社（18.9％）である。ただし業種別で差があり、売上高変
化と同様に「金属製品」、「一般機械」で増加企業の比率が高く、逆に「食料品・たばこ・飼料等」では13社中９社
が「減少した」と回答している。
④５年間の業績等全般の評価
以上みた売上高などの業績全般に対してどう評価しているかをきいたところ、「大いに満足」（７社、7.4％）と
「まあまあ満足」（45社、47.4％）をあわせると52社（54.7％）で、過半数の企業が満足している結果となった（【図
表11】参照）。これらの評価は当然のことながら業績の状況に連動している。そこで、経常利益の変化とクロス集計
してみると、経常利益が増えた度合いが大きいほど評価が高いことが確認できる。売上高の変化と評価とのクロス
集計でも同様の傾向であった。なお、経常利益が「あまり変化がない」と答えた企業14社中、４社が「まあまあ満
足」と回答している。必ずしも成長志向ではない企業の存在を示唆しており興味深い。
従業員数の変 化 度数 構成比 
倍以上に増え た 0 0.0%
かなり増加し た 14 14.7%
やや増加し た 32 33.7%
あまり変化な い 31 32.6%
減少し た 17 17.9%
無回 答 1 1.1%
合 計 95 100.0%
【図表９】ここ５年間の従業員数の変化
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0 0 4 2 2 0 8
0 0 3 0 0 0 3
0 0 1 1 0 0 2
0 0 3 1 0 0 4
0 0 0 0 2 0 2
0 0 2 0 0 0 2
1 1 1 0 0 0 3
0 0 1 0 1 0 2
3 2 8 2 0 0 15
0 3 8 2 1 0 14
0 0 3 1 0 0 4
0 0 0 1 1 0 2
0 1 0 1 0 0 2
0 1 2 2 0 0 5
0 3 7 1 2 1 14
4 11 47 14 18 1 95
倍以上に 
増え た 
かなり 増 
加し た 
やや増 加 
し た 
あまり変 
化ない 減少し た 無回答 合計 
食料品・たばこ・飼料等 
繊維・衣服 等 
木材・木製品 等 
パルプ・紙製 品 
出版・印 刷 
プラスティック製品 
窯業・土石製 品 
鉄鋼 業 
非鉄金 属 
金属製 品 
一般機 械 
電気・情報通信機器 
電子部品 等 
輸送用機 器 
精密機 械 
その 他 
合 計 
【図表10】ここ５年間の経常利益の変化
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（３）ここ数年特に力を入れてきたこと
各社が成長・発展のためにここ数年特に力を入れてきた項目をきいた（３つまで）（【図表12】参照）。選択率の高
い順に項目を挙げると、「コスト削減」（38社、40.0％）、「既存顧客・取引先との取引深耕」（37社、38.9％）、「新規
顧客・取引先の拡大」（29社、30.5％）、「積極的な設備投資」（24社、25.3％）、「優秀な人材の確保」（21社、22.1％）
という順であった。コスト削減、取引拡大、設備投資、人材の４点が中心となっていることがわかる。
続いて、売上高の変化について「倍以上に増えた」（２社）または「かなり増加した」（21社）と回答した計23社
がどの取り組みを選択しているかをみると、「既存顧客・取引先との取引深耕」（10社、43.5％）、「コスト削減」（９
社、39.1％）、「新規顧客・取引先の拡大」（８社、34.8％）、「積極的な設備投資」（６社、26.1％）の選択率が高い。
これらは回答企業全体の選択率よりも高くなっている（【図表13】）。
逆に、売上高が「あまり変化がない」（11社）または「減少した」（15社）と回答した26社についての取り組みの
選択状況をみたところ、「コスト削減」（14社、53.8％）、「既存顧客・取引先との取引深耕」（13社、50％）、「新規顧
客・取引先の拡大」（８社、30.8％）、「新製品・サービスの開発」（６社、23.1％）の順で選択率が高い。とりわけ、
「コスト削減」「既存顧客・取引先との取引深耕」の選択率が、売上高が増加した企業に比べて高いのが目立ってい
る。また、「新製品・サービスの開発」の選択率がおよそ６ポイント上回っている。特にこの点に関しては、既存の
事業分野が低成長であるために新規分野に活路を見出そうとする企業行動が示唆されよう。
これらのなかでは、コスト削減については企業の戦略
の違いが顕著である。この点に関連してヒアリング調査
では、価格競争の中に自社を置かないために製品および
付随サービス等で付加価値づくりに専念している企業も
あった。そうした企業の中には、あえて営業に力をいれ
ず、自社製品・サービスの付加価値の維持に注力してい
る事例、さらに取引先への納期やニーズへの対応力を強
化することに専念し、その分コスト削減の優先順位を下
げている事例などもみられた。
大いに 
満足 
まあまあ  
満足 やや不満 
大いに 
不満 無回答 合計 
倍以上に増えた 1 3 0 0 0 4
かなり増加した 4 5 2 0 0 11
やや増加した 2 33 12 0 0 47
あまり変化ない 0 4 6 4 0 14
減少した 0 0 5 13 0 18
無回答 0 0 0 0 1 1
合計 7 45 25 17 1 95
倍以上に増えた 25.0% 75.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
かなり増加した 36.4% 45.5% 18.2% 0.0% 0.0% 100.0%
やや増加した 4.3% 70.2% 25.5% 0.0% 0.0% 100.0%
あまり変化ない 0.0% 28.6% 42.9% 28.6% 0.0% 100.0%
減少した 0.0% 0.0% 27.8% 72.2% 0.0% 100.0%
無回答 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
合計 7.4% 47.4% 26.3% 17.9% 1.1% 100.0%
【図表11】業績等全般に対する評価
特に力を入れてきたこと 度数 選択率 
既存顧客・取引先との取引深耕 37 38.9%
コストの削減 38 40.0%
不採算部門の整理 4 4.2%
自動化・省力化・ＩＴ化 8 8.4%
外注化 7 7.4%
内製化 6 6.3%
積極的な設備投資 24 25.3%
主要事業の高度化 5 5.3%
増資・規模の拡大 5 5.3%
新規顧客・取引先の拡大 29 30.5%
新製品・サービスの開発 15 15.8%
新規事業への進出 10 10.5%
営業力の強化 15 15.8%
研究開発の充実 8 8.4%
従業員教育の充実 11 11.6%
優秀な人材の確保 21 22.1%
組織体制の充実・効率化 14 14.7%
経営戦略等の明確化 4 4.2%
その他 2 2.1%
【図表12】ここ数年特に力を入れてきたこと
（３つまで）
74
（４）今後注力すべき課題
今後一層の成長・発展のために注力すべき課題についてきいたところ（５つまで）、「優秀な人材の確保」（49社、
51.6％）がもっとも多く、過半数の企業が選択した（【図表14】）。以下、「営業力の強化」（43社、45.3％）、「コスト
の削減」（38社、40％）、「新規顧客・取引先の拡大」（38社、40％）、「既存顧客・取引先との取引深耕」（35社、
36.8％）、「組織体制の充実・効率化」（32社、33.7％）が高く30％を超えている。人材についての意識がもっとも高
く、さらに営業力の強化、コスト削減、取引拡大、組織体制が課題とされていることがわかる。
それを上記のこれまでの取組状況と比べたのが（【図表15】）である（ただし、選択数がこれまでの取り組みが３
つまでなのに対して、注力すべき課題は５つまでとされていたため選択率の単純な比較はできない点に注意が必要
である）。これをみると、「優秀な人材の確保」、「営業力の強化」、「組織体制の充実・効率化」、「従業員教育の充実」、
「自動化・省力化・ＩＴ化」について、これまでの取り組みに比べて注力すべき課題の選択率が大きく上回っている
のが目立つ。これらの項目については、従来から課題とされながらも取り組めなかったもの、ないし企業がこれま
での延長線上から一段上の新たな成長ステージに至る上での必要項目と認識されている課題だと考えられる。
続いて、売上高の変化で「倍以上に増えた」（２社）と「かなり増加した」（21社）の計23社が選択した項目に注
目すると、「コスト削減」（13社、56.5％）、「営業力の強
化」（12社、52 .2％）、「優秀な人材の確保」（10社、
43 .5％）、「既存顧客・取引先との取引深耕」（８社、
34.8％）、「従業員教育の充実」（８社、34.8％）、「組織体
制の充実・効率化」（８社、34.8％）が高い（【図表16】
参照）。
倍以上に 
増えた 
かなり増 
加した 
やや増加 
した 
あまり変 
化ない 減少した 無回答 合計 
既存顧客・取引先との取引深耕 0 10 14 7 6 0 37
コストの削減 0 9 15 7 7 0 38
不採算部門の整理 0 0 2 1 1 0 4
自動化・省力化・ＩＴ化 0 2 4 1 1 0 8
外注化 0 2 4 1 0 0 7
内製化 0 2 3 0 1 0 6
積極的な設備投資 0 6 15 2 1 0 24
主要事業の高度化 0 1 3 1 0 0 5
増資・規模の拡大 2 3 0 0 0 0 5
新規顧客・取引先の拡大 1 7 13 3 5 0 29
新製品・サービスの開発 2 2 5 3 3 0 15
新規事業への進出 0 2 4 1 3 0 10
営業力の強化 1 1 8 2 3 0 15
研究開発の充実 0 2 3 1 1 1 8
従業員教育の充実 0 4 6 0 1 0 11
優秀な人材の確保 0 4 14 0 3 0 21
組織体制の充実・効率化 0 4 9 0 0 1 14
経営戦略等の明確化 0 1 0 0 3 0 4
その他 0 0 1 0 0 1 2
有効回収数 2 21 45 11 15 1 95
【図表13】ここ数年特に力を入れてきたこと（３つまで）～売上高の変化別
注力すべき重要な課題 度数 選択率 
既存顧客・取引先との取引深耕 35 36.8%
コストの削減 38 40.0%
不採算部門の整理 6 6.3%
自動化・省力化・ＩＴ化 20 21.1%
外注化 3 3.2%
内製化 3 3.2%
積極的な設備投資 20 21.1%
主要事業の高度化 12 12.6%
増資・規模の拡大 4 4.2%
新規顧客・取引先の拡大 38 40.0%
新製品・サービスの開発 26 27.4%
新規事業への進出 14 14.7%
営業力の強化 43 45.3%
研究開発の充実 17 17.9%
従業員教育の充実 27 28.4%
優秀な人材の確保 49 51.6%
組織体制の充実・効率化 32 33.7%
経営戦略等の明確化 18 18.9%
その他 1 1.1%
【図表14】注力すべき重要な課題（５つまで）
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逆に、売上高が「あまり変化がない」（11社）または「減少した」（15社）と回答した26社が選択した項目をみる
と、「新規顧客・取引先の拡大」（14社、53.8％）、「既存顧客・取引先との取引深耕」（13社、50％）、「コストの削減」
（11社、42.3％）、「新製品・サービスの開発」（11社、42.3％）、「営業力の強化」（10社、38.5％）の選択率が高い。売
上高が増加した企業に比べると、人材や組織に関する項目の選択率がやや低い一方で、取引拡大やそのための営業
力強化、新規分野への挑戦などがより強く志向されていることがわかる。このように現時点における業績の状況に
より、今後の課題として認識されている項目に差がある点は要注意である。
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（度数）既存顧客・取引先との取引深耕 
コストの削減 
不採算部門の整理 
自動化・省力化・ＩＴ化 
外注化 
内製化 
積極的な設備投資 
主要事業の高度化 
増資・規模の拡大 
新規顧客・取引先の拡大 
新製品・サービスの開発 
新規事業への進出 
営業力の強化 
研究開発の充実 
従業員教育の充実 
優秀な人材の確保 
組織体制の充実・効率化 
経営戦略等の明確化 
その他 
上：これまでの取り組み 
下：注力すべき課題 
【図表15】これまでの取り組みと注力すべき重要な課題
0 8 14 5 8 0 35
1 12 14 6 5 0 38
0 0 3 2 1 0 6
0 6 10 2 2 0 20
0 0 3 0 0 0 3
0 1 1 0 1 0 3
0 6 13 0 1 0 20
0 4 6 2 0 0 12
0 4 0 0 0 0 4
1 5 18 6 8 0 38
2 4 9 5 6 0 26
0 7 3 1 3 0 14
1 11 21 2 8 0 43
0 3 9 2 2 1 17
0 8 13 3 3 0 27
2 8 31 2 6 0 49
1 7 15 3 5 1 32
0 5 7 3 3 0 18
0 0 0 0 0 1 1
2 21 45 11 15 1 95
倍以上に 
増えた 
かなり増 
加した 
やや増加 
した 
あまり変 
化ない 減少した 無回答 合計 
既存顧客・取引先との取引深耕 
コストの削減 
不採算部門の整理 
自動化・省力化・ＩＴ化 
外注化 
内製化 
積極的な設備投資 
主要事業の高度化 
増資・規模の拡大 
新規顧客・取引先の拡大 
新製品・サービスの開発 
新規事業への進出 
営業力の強化 
研究開発の充実 
従業員教育の充実 
優秀な人材の確保 
組織体制の充実・効率化 
経営戦略等の明確化 
その他 
有効回収数 
【図表16】注力すべき重要な課題（５つまで）～売上高の変化別
76
４．おわりに
長岡地域の製造業では、この５年間、先の見えなかった深刻な不況を経て、大震災、水害などの自然災害も経験
するなか、多くの企業が発展、成長を遂げてきている。後半にみたように、企業はコスト削減、取引拡大、設備投
資、人材等の面を中心に改善に取り組んでいる。さらに、成長度合いの高い企業では、既存顧客・取引先との取引
深耕、コスト削減、新規顧客・取引先の拡大、および設備投資にとりわけ積極的であった。また、これまで多くの
長岡地域企業で不十分だった人材面や組織面での取り組みが、今後の課題に関して鍵だと認識されている。特に低
成長企業では取引拡大の志向が、高成長企業以上に志向されている点も示唆された。これらのポイントは今後、長
岡地域企業がステップアップしていくための方向性を考える上で１つのヒントになりそうである。
また、本稿では十分まとめきれなかったが、成長企業に対するヒアリング調査によると、かならずしも成長志向
一辺倒ではなく、市場規模をにらんで自社の「適正規模」を維持したいとする企業や、経営資源をあえて営業に割
かずに顧客との親密な関係維持や品質向上に特化する経営を志向し成功している企業もあった。さらに、規模拡大
はえてして製品のコモディティ化をもたらし価格競争に巻き込まれうるとの考えから、規模拡大を避け同時にコス
ト削減の優先度合いを下げているという企業もあった。このように企業の対応は多様化しているが、そうした経営
戦略の多様性も踏まえたうえで、発展・成長に向けた長岡地域企業の発展モデル構築がわれわれの今後に向けた研
究課題である。
〔註〕
（注１）本稿の執筆の基礎となったアンケート調査ならびにヒアリング調査では、企業の方々から多大なご教示をい
ただきました。アンケート及びヒアリング調査にご協力いただきました企業の皆様に感謝申し上げます。
（注２）本レポートの執筆時点で工業統計調査の市町村編が公表されているのは2005年調査の結果までであるため、
2005年調査以前の結果を参照している。速報性の点で問題が無いわけではないが、2005年以降全般的にはお
おむね業況の回復局面が続いているため、2005年のデータから現時点の傾向は把握できると考えられよう。
（注３）2004年に日本標準産業分類の大幅な改訂が行われている。製造業に関しては、出版・印刷（「出版・印刷・
同関連産業」）のうち「新聞業」と「出版業」が情報通信業の１部、すなわち非製造業として整理され、ま
た電気機械（「電気機械器具製造業」）が電気機械、情報通信機器（「情報通信機械器具製造業」）、電子部品
等（「電子部品・デバイス製造業」）の３つに分けられるなどの変更がされている。それらの業種については
2000年と2005年とを比較する上で注意が必要である（詳細は総務省統計局の日本標準産業分類〔平成14年３
月改訂〕に関する資料のホームページ〔URL http://www.stat.go.jp/index/seido/sangyo/〕を参照されたい）。
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【資料】アンケート調査票（１ページ目のみ：２ページ目「自由回答欄」省略）
